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リーマンショック以降初めての“世界同時成長”見通しを維持
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国際通貨基金（ＩＭＦ）は4月17日に公表した最新の世界経済見通しにおいて、2018年、2019年の
世界の成長率見通しをともに3.9％とし、いずれも2018年１月の前回見通しを据え置きました。
2018年は前回見通しと同様に新興国も含め主要国がそろってプラス成長となり、2008年のリーマン
ショック以降で初めての“世界同時成長”を維持する見込みです。先行きのリスクについては、通商
問題を巡る米中の対立を挙げたうえ、世界の経済活動を低迷させる懸念材料になるとして警鐘を鳴ら
しています。

 米国は、2018年を前回の見通しから0.2ポイント高い2.9％に上方修正。今後数年間は大型減税と
歳出拡大により景気がさらに上振れするとし、成長率を押し上げると見込んでいる。

 ユーロ圏は、消費の持ち直しを受け、2018年を0.2ポイント上方修正。2019年については据え置
いた。

 日本は外需と企業の投資に支えられ、2018年が1.2％、2019年が0.9％と予想し、いずれも前回見
通しから据え置いた。

 新興国は中国やインドが順調であるほか、資源価格の上昇を反映しブラジルを上方修正。中国は
前回見通しから据え置いたものの、債務の増加が中期的な見通しを曇らせていると指摘。

図表1：IMF世界経済見通し（前年比）2018年4月時点 図表2：主要先進国の経済見通し（前年比）

※1 インドは年度ベース
※2 インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム
※3オーストラリアは2017年10月時点との比較
出所）図表1～図表3はＩＭＦのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表3：主要新興国の経済見通し（前年比）
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号
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